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連結株主資本等変動計算書
（自

至
2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 7,273 8,821 34,663 △1,422 49,336

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,140 1,140 　 　 2,280

剰 余 金 の 配 当 　 　 △1,310 　 △1,310

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 4,565 　 4,565

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 　 3,152 　 1,422 4,574

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 1,140 4,292 3,255 1,422 10,110

当 期 末 残 高 8,413 13,114 37,918 △0 59,446

　
（単位：百万円）

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,316 557 △1,857 16 8,588 57,940

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 　 　 　 　 　 2,280

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △1,310

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 4,565

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 △0

自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 　 　 4,574

株 主 資本以外の項目
の当期変動額 ( 純 額 ) △409 △1,025 △243 △1,677 117 △1,560

当 期 変 動 額 合 計 △409 △1,025 △243 △1,677 117 8,549

当 期 末 残 高 906 △467 △2,100 △1,660 8,705 66,490

（注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1． 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 33社
連結子会社の名称
　大同ロジテック㈱
　大同プレーンベアリング㈱
　エヌデーシー販売㈱
　㈱アジアケルメット製作所
　㈱飯野ホールディング
　ATAキャスティングテクノロジージャパン㈱
　飯野(佛山)科技有限公司
　同晟金属㈱
　ATAキャスティングテクノロジーCO.,LTD.
　PT.飯野インドネシア
　スーパーカブファイナンシャル CORPORATION
　ISS アメリカINC.
　大同メタルメキシコ販売S.A.DE C.V.
　ISS メキシコマニファクチュアリングS.A.DE C.V.
　大同インダストリアルベアリングヨーロッパLTD.
　大同メタルロシアLLC
大同メタルチェコs.r.o.

大同メタル販売㈱
エヌデーシー㈱
大同インダストリアルベアリングジャパン㈱
大同メタル佐賀㈱
㈱飯野製作所
大同精密金属（蘇州）有限公司
中原大同股份有限公司
ダイナメタルCO.,LTD.
DMキャスティングテクノロジー（タイ）CO.,LTD.
PT.大同メタルインドネシア
フィリピン飯野 CORPORATION
大同メタルU.S.A.INC.
大同メタルメキシコS.A.DE C.V.
大同メタルコトールAD
大同メタルヨーロッパLTD.
大同メタルヨーロッパGmbH

（2）非連結子会社の名称
　韓国ドライベアリング㈱
　DMSコリアCO.,LTD.

広州原同貿易有限公司

連結の範囲から除いた理由
　韓国ドライベアリング㈱、広州原同貿易有限公司、DMSコリアCO.,LTD.は小規
模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いため連結の範囲から除外しております。
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2． 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

４社
　 会社の名称
　 （非連結子会社）
　 （関連会社）

韓国ドライベアリング㈱
BBL大同プライベートLTD.
シッポウ・アサヒモールズ（タイ）CO.,LTD.
NPRオブヨーロッパGmbH

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称
　 （非連結子会社） 広州原同貿易有限公司

DMSコリアCO.,LTD.

持分法を適用しない理由
　広州原同貿易有限公司、DMSコリアCO.,LTD.は当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、いずれも連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用
範囲から除外しております。

（3）持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の
事業年度にかかる計算書類を使用しております。

3． 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、大同メタルU.S.A.INC.、大同メタルコトールAD、大同イン
ダストリアルベアリングヨーロッパLTD.、大同メタルチェコs.r.o.、ダイナメタル
CO.,LTD.、中原大同股份有限公司、PT.大同メタルインドネシア、同晟金属㈱、大
同精密金属（蘇州）有限公司、大同メタルヨーロッパGmbH、大同メタルヨーロッ
パLTD.、大同メタルロシアLLC、大同メタルメキシコS.A.DE C.V.、大同メタルメ
キシコ販売S.A.DE C.V.、フィリピン飯野 CORPORATION、飯野(佛山)科技有限
公司、ISS アメリカINC.、ISS メキシコマニファクチュアリングS.A.DE C.V.、PT.
飯野インドネシア、スーパーカブファイナンシャル CORPORATIONの決算日は
12月31日であります。
　なお、連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用しておりま
す。ただし、連結決算日までの期間に生じた重要な取引については、連結上必要な
調整を行っております。
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4． 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券

　 時価のあるもの………… 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処
理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　 時価のないもの………… 移動平均法による原価法
② デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお
ります。

　 （イ） 商品及び製品…………… 主として総平均法
　 （ロ） 仕掛品…………………… 主として総平均法
　 （ハ） 原材料…………………… 主として総平均法
　 （ニ） 貯蔵品…………………… 主として移動平均法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　当社及び国内連結子会社のうち、６社は定率法（ただし、1998年４月１日
以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、他の連結子会
社は定額法を採用しております。
　主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～60年
機械装置及び運搬具 ４年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。

③ リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま
す。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
検討し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員等に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額の期間対応分を
計上しております。

③ 役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④ 製品補償引当金
　製品の品質に関する補償費用の支出に備えるため、今後必要と見込まれる
金額を計上しております。

⑤ 環境対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によ
って処理することが義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理費用の支出、ま
た、今後発生が見込まれる土壌汚染対策工事に係る支出に備えるため、その
処理費用見込額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
　従業員（執行役員等を除く）の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末に
おいて発生していると認められる額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（主として14年）による定額法により按分した額を費用処理
しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（主として14年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。
　また、執行役員等に対して支給する退職給付に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。
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② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負
債、収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上して
おります。

③ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果の発現する期間を見積り、14年以内の
期間にわたって定額法により償却しております。

④ 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．表示方法の変更
連結貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２
月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務
省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資
産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する
方法に変更しております。
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Ⅲ．追加情報
　固定資産の譲渡
当社は、2019年３月28日開催の取締役会において、固定資産を譲渡することに
ついて決議し、2019年３月29日に不動産売買契約を締結いたしました。

① 譲渡の理由
下記固定資産について、当社は、2002年10月まで当社の本社兼名古屋工場と

して利用してきましたが、その後は、当社自らが利用するのではなく、第三者に
賃貸する状況が継続しておりました。
当社は、2018年に策定した新中期経営計画の中で経営資源の有効活用・資産

の効率性向上を目指しておりますが、その一環として下記固定資産の今後の取扱
い等を検討しました結果、このたび譲渡することといたしました。
② 譲渡資産の内容

資産の内容および所在地 譲渡価額 帳簿価額 譲渡益
（※2） 現況

名古屋市北区猿投町２番および
名古屋市北区木津根町１番２
土地17,897.51㎡

（※1） （※1） 約3,906
百万円

第三者に
賃貸中

※1 譲渡価額および帳簿価額につきましては、譲渡先の意向により開示を控
えさせていただきますが、市場価格を反映した適正な価額での譲渡となっ
ております。

※2 譲渡益につきましては、譲渡価額から帳簿価額、譲渡に係る費用等の見
積額を控除した概算額となっております。

③ 譲渡先の概要
譲渡先は一般事業法人ですが、譲渡先との取り決めにより公表を控えさせてい

ただきます。なお、譲渡先と当社の間には、資本関係、人的関係、取引関係およ
び関連当事者として特記すべき事項はございません。
④ 譲渡の日程
物件引渡日 2020年３月31日（予定）

⑤ 損益に与える影響
上記固定資産の譲渡により、物件引渡日（予定）の属する2020年３月期決算

(連結・個別)において、約3,906百万円を特別利益として計上する見込みです。
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Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
1． 有形固定資産の減価償却累計額 93,691百万円

2． 担保に供している資産及び担保資産に対する債務
　担保提供資産

建物及び構築物 562百万円
機械装置及び運搬具 1,361
土地 3,197
有形固定資産その他 0
　 計 5,121

　担保に係る債務の金額
短期借入金 2,191百万円
長期借入金(１年内返済予定額を含む) 900
　 計 3,091

3． 保証債務
従業員の住宅ローン融資等に対する保証債務の額 146百万円

4． 手形割引高及び裏書譲渡高
輸出手形割引高 74百万円

5． 連結会計年度末日満期手形
　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済
処理をしております。
　なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計
年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。
受取手形及び電子記録債権 182百万円
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1． 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 47,520千株

2． 配当に関する事項
（1）配当金の支払総額

決 議 株式の種類配当金の総額（百万円）
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年６月28日
定時株主総会 普通株式 597 15.00 2018年３月31日 2018年６月29日

2018年11月14日
取締役会 普通株式 712 15.00 2018年９月30日 2018年12月７日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの
次のとおり決議を予定しております。

決 議 株式の種類配当金の総額（百万円）
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会 普通株式 712 15.00 2019年３月31日 2019年６月28日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

Ⅵ．金融商品に関する注記
1． 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程
に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であ
り、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、
一部の外貨建て借入金の為替変動リスクに対しては通貨スワップ取引を実施して
おります。なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこ
ととしております。
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2． 金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（＊1） 時価（＊1） 差額

（1） 現金及び預金 19,605 19,605 －
（2） 受取手形及び売掛金 27,109 27,109 －
（3） 電子記録債権 2,809 2,809 －
（4） 投資有価証券 2,563 2,563 －
（5） 支払手形及び買掛金 （8,437） （8,437） －
（6） 電子記録債務 （8,759） （8,759） －
（7） 短期借入金 （22,703） （22,703） －
（8） 未払法人税等 （1,066） （1,066） －
（9） 長期借入金
　 （1年内返済予定含む）

（32,445） （32,516） △70

（10）営業外電子記録債務 （1,007） （1,007） －
（11）リース債務 （4,267） （4,447） △180
（12）デリバティブ取引（＊2）
　ヘッジ会計が適用されていないもの 26 26 －
（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務を純額で記載しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（4）投資有価証券
　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他は合理的に算定された価
額によっております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）電子記録債務、（7）短期借入金、（8）未払法人税等、（10）営業外
電子記録債務

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（9）長期借入金（1年内返済予定含む）、（11）リース債務
　 時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市
場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿
価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

（12） デリバティブ取引
　 時価については、取引先金融機関から提示された価額等によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,269百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(4)投資有価証券」には含めておりません。
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Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
1． 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社グループでは、名古屋市その他の地域において、賃貸用の不動産を有して
おります。

2． 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価
760 6,395

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額、及び契約によ
り取り決められた売却予定価額であります。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
1． １株当たり純資産額 1,216円02銭
2． １株当たり当期純利益 103円44銭
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株主資本等変動計算書
（自

至
2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金
資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金

当 期 首 残 高 7,273 7,649 297 743

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,140 1,140 　 　

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 積 立 　 　 　 　

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　

当 期 純 利 益 　 　 　 　

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　

自 己 株 式 の 処 分 　 　 3,152 　

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 1,140 1,140 3,152 －

当 期 末 残 高 8,413 8,789 3,449 743

（単位：百万円）

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 1,724 21,000 3,652 △1,422 40,917

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 　 　 　 　 2,280

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 積 立 630 　 △630 　 －

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △34 　 34 　 －

剰 余 金 の 配 当 　 　 △1,310 　 △1,310

当 期 純 利 益 　 　 3,783 　 3,783

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 1,422 4,574

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 595 － 1,877 1,422 9,328

当 期 末 残 高 2,320 21,000 5,530 △0 50,246
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（単位：百万円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 1,085 1,085 42,002

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 　 － 2,280

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 積 立 　 － －

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 　 － －

剰 余 金 の 配 当 　 － △1,310

当 期 純 利 益 　 － 3,783

自 己 株 式 の 取 得 　 － △0

自 己 株 式 の 処 分 　 － 4,574

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △318 △318 △318

当 期 変 動 額 合 計 △318 △318 9,009

当 期 末 残 高 766 766 51,012

（注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1． 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
② その他有価証券

　 時価のあるもの …………… 決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定)

　 時価のないもの …………… 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており
ます。

　 ① 商品及び製品 ……………… 総平均法
　 ② 仕掛品 ……………… 総平均法
　 ③ 原材料 ……………… 主として総平均法
　 ④ 貯蔵品 ……………… 主として移動平均法

2． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）
　1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用し、
それ以外の有形固定資産については定率法を採用しております。なお、主な耐
用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～50年
構築物 ７年～60年
機械及び装置 ５年～９年
車両運搬具 ４年～10年
工具、器具及び備品 ２年～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、自社利用ソフトウエア
５年、施設利用権15年～20年であります。

（3）リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
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・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

3． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
る計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額の期間対応分を計上
しております。

（3）役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（4）退職給付引当金
　従業員（執行役員等を除く）の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生し
ていると認められる額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内
による定額法により按分した額を費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間内による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より
費用処理しております。
　また、執行役員等に対して支給する退職給付に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。

（5）環境対策引当金
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によ
って処理することが義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理費用の支出、また、
今後発生が見込まれる土壌汚染対策工事に係る支出に備えるため、その処理費
用見込額を計上しております。

（6）債務保証損失引当金
　関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を
勘案し、損失負担見込額を計上しております。
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4． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

（2）退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の
方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（3）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．表示方法の変更
貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年
２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」
（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金
資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示
する方法に変更しております。

Ⅲ．追加情報
　固定資産の譲渡
当社は、2019年３月28日開催の取締役会において、固定資産を譲渡することに
ついて決議し、2019年３月29日に不動産売買契約を締結いたしました。
なお、詳細につきましては、「連結注記表 Ⅲ．追加情報」をご参照ください。
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記
1． 有形固定資産の減価償却累計額 43,377百万円

2． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 8,221百万円
長期金銭債権 250
短期金銭債務 5,274

3． 保証債務
（1）従業員の住宅ローン融資等に対するもの 146百万円
（2）銀行借入金に対するもの

大同メタルチェコs.r.o. 1,437
大同メタルコトールAD 498
大同インダストリアルベアリングヨーロッパLTD. 1,541
大同メタルヨーロッパLTD. 1,062
大同メタルU.S.A.INC. 5,133
大同メタルメキシコS.A.DE C.V. 2,242
大同メタルヨーロッパGmbH 1,688

（3）仕入債務に対するもの
大同メタルコトールAD 119
大同インダストリアルベアリングヨーロッパLTD. 1

（4）リース債務に対するもの
大同メタルロシアLLC 1,346

（5）輸出関税に対するもの
大同メタルヨーロッパLTD. 21
大同メタルヨーロッパGmbH 5
合 計 15,245

Ⅴ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引
売上高 20,266百万円
仕入高 17,031
その他の営業取引 1,502

営業取引以外の取引 1,353
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Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 324株

Ⅶ．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

Ⅷ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
製品仕掛品評価減額 430百万円
減価償却の償却超過額 51
減損損失 165
未払事業税 67
関係会社株式評価損 2,583
ゴルフ会員権評価損 16
貸倒引当金繰入超過額 133
賞与引当金 412
債務保証損失引当金 147
退職給付引当金 874
長期未払金 58
その他 212

繰延税金資産小計 5,153
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △3,159
繰延税金資産合計 1,993
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △1,023
その他有価証券評価差額金 △321
その他 △70

繰延税金負債合計 △1,414
繰延税金資産の純額 579
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等
種類 会社等の名称

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（百万円）
注10

科目
期末残高
（百万円）
注10

子会社 大同メタル
販売㈱

（所有）
直接 100.0

当社製品の販売
設備の賃貸
資金の貸付等

軸受製品の販売
注1 3,167 売掛金 1,386

エヌデーシー
㈱

（所有）
直接 58.8

同社製品等の仕入
当社製品の生産委託
当社製品等の販売
技術供与
設備の賃貸借等

軸受製品等の仕入
注2 5,419 買掛金 1,737

大同プレーン
ベアリング㈱

（所有）
直接 100.0

当社製品の生産委託
設備の賃貸借
債務保証等
役員の兼任

軸受製品等の仕入
注2 8,288

買掛金 1,001

電子記録
債務 1,955

大同インダ
ストリアル
ベアリング
ジャパン㈱

（所有）
直接 100.0

当社製品の生産委託
設備の賃貸
資金の貸付等
役員の兼任

－ －

関係会社
短期貸付金 800

関係会社
長期貸付金 850

大同メタル
U.S.A.INC.

（所有）
直接 100.0

当社製品等の販売
同社製品の仕入
技術供与
設備の賃貸
債務保証等
役員の兼任

軸受製品等の販売
注1 4,462 売掛金 1,339

債務保証
注3 5,133 － －

大同メタル
メキシコ
S.A.DE C.V.

（所有）
直接 99.9
（所有）
間接 0.0

当社製品の販売
設備の賃貸
債務保証等

債務保証
注4 2,242 － －

大同メタル
チェコs.r.o.

（所有）
直接 100.0

当社製品等の販売
同社製品の仕入
技術供与
設備の賃貸
債務保証等

債務保証
注5 1,437 － －

大同メタル
ヨーロッパ
GmbH

（所有）
直接 100.0

設備の賃貸
債務保証

債務保証
注6 1,693 － －

大同インダ
ストリアル
ベアリング
ヨーロッパ
LTD.

（所有）
直接 100.0

当社製品の販売
同社製品の仕入
技術供与
設備の賃貸
債務保証
資金の貸付等

債務保証
注7 2,024 － －

大同メタル
ヨーロッパ
LTD.

（所有）
直接 100.0

当社製品の販売
設備の賃貸
債務保証等

軸受製品等の販売
注1 2,101 売掛金 1,071

債務保証
注8 1,084 － －

大同メタル
ロシアLLC

（所有）
直接 99.8

当社製品等の販売
同社製品の仕入
技術供与
債務保証等

債務保証
注9 1,346 － －
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 取引価格は、主として各関連当事者の得意先販売価格に一定の率を乗じた金額としております。
（注２） 取引価格は、主として当社の得意先販売価格に一定の率を乗じた金額としております。
（注３） 大同メタルU.S.A.INC.の銀行借入5,133百万円につき、債務保証を行ったものであり、年率0.2％の保証料を受領して

おります。
（注４） 大同メタルメキシコS.A.DE C.V.の銀行借入2,242百万円につき、債務保証を行ったものであり、年率0.2％の保証料

を受領しております。
（注５） 大同メタルチェコs.r.o.の銀行借入1,437百万円につき、債務保証を行ったものであり、年率0.2％の保証料を受領して

おります。
（注６） 大同メタルヨーロッパGmbHの銀行借入1,688百万円、輸出関税の保証5百万円につき、債務保証を行ったものであ

り、年率0.2％の保証料を受領しております。
（注７） 大同インダストリアルベアリングヨーロッパLTD.の銀行借入2,022百万円、仕入債務の保証1百万円につき、債務保証

を行ったものであり、年率0.2％の保証料を受領しております。
なお、当事業年度に債務保証損失引当金繰入額161百万円を計上した結果、債務保証損失引当金の当期末残高は480百
万円となっております。また、同社への長期貸付金434百万円に対し、全額貸倒引当金を計上しております。

（注８） 大同メタルヨーロッパLTD.の銀行借入1,062百万円、輸出関税の保証21百万円につき、債務保証を行ったものであり、
年率0.2％の保証料を受領しております。

（注９） 大同メタルロシアLLCのリース債務1,346百万円につき、債務保証を行ったものであり、年率0.2％の保証料を受領し
ております。

（注10） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
1． １株当たり純資産額 1,073円49銭
2． １株当たり当期純利益 85円73銭
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